




















調査」によると，2015 年の母子世帯の母自身の平均年間収入は 243 万円，うち，母自身の平均年

















































によると，144 名のアンケート調査回答者のうち，収入面では年収 200 万円未満の人が 68.8％，








「経済的なこと」が 27.1％，次いで「自分の将来のこと」が 18.8％，「仕事のこと」が 15.3％と続い
ている。

































　母子生活支援施設 X の 8 名の利用者（母親）―そのうち，1 名は退所者―に対して，質問票
に基づいたインタビュー調査を実施し，さらに同施設職員 3 名に対して半構造化グループインタ
ビュー調査を実施した。
　母子生活支援施設 X の利用者へのインタビュー調査は 2017 年 8 月に，同施設職員へのインタ




































表 1　母子生活支援施設 X の利用者の状況 
収入構成・家計収支・預貯金額と使途・自己破産歴の有無・DV 被害歴の有無











































































































行費は国の予算単価は小学生 21,490 円，中学校 57,590 円と設定されているが，それ以下の修学旅
行費しか支給していない市町村も多くある。


































　このように，「まとめ払い」については，すでに毎日新聞電子版 2016 年 5 月 3 日付「児童扶養手
当 加算額大幅増も貧困解決には遠く」，朝日新聞電子版 2017 年 12 月 18 日付「児童扶養手当，年
6 回の方針『まとめ支給』見直し」などの新聞記事に批判的に取り上げられて来ているが，児童扶
養手当の支給方法は 2019 年 11 月から支給回数が変更された。しかし，支給回数が年 3 回から 6 回
になったとしても，手当の「まとめ払い」が「後払い」であることに変わりはない。
　なお，特別児童扶養手当（知的障害や身体障害があったり，それに準ずる状態の 20 歳未満の子










































































































































































A 自治体家計改善支援事業従事者研修（ステップアップ）資料（2018 年 10 月 22 日）。
戒能民江（2002）『ドメスティック・バイオレンス』不磨書房。
我謝美佐子（2015）「母子生活支援施設における支援の実態と期待されるソーシャルワーク―支援者への




















Difficulties forPeopleonLowIncomes?”, inL.Anderloni,M.D.Braga,andE.Carluccioeds.,New 




Gloukoviezoff,Georges（2011）Understanding and Combating Financial Exclusion and Overindebtedness 
































































①これまでに利用したことのある借入金は？（選択式：住宅ローン・教育ローン ･ 自動車ローン ･ 上記以
外で銀行・信用金庫・労働金庫など金融機関からの借り入れ ･ 貸金業者（消費者金融）からの借り入れ
･ クレジットカードによる借り入れ（キャッシング）･ 銀行カードローンによる借り入れ・年金担保貸付
























② 2016 年の 1 年間に，健康保険の保険税をどの程度納付したか。（選択肢 : すべて納付した，未納付期間が
あった，すべて未納付だった，免除・猶予されていた，わからない）。
③健康保険について，思っていること，困ることがあれば自由に聞かせてほしい。
（6）金融サービスの利用でトラブルに遭った経験
①多重債務，債務整理，自己破産などの経験はあるか。
②ヤミ金融や，金融関連の詐欺被害に遭ったことはあるか。
③どのようにトラブルを解決したのか（法テラス，弁護士など）。
（7）その他
①自宅の近くに金融機関の支店や ATM がなくて支障をきたすことはあるか。
②支店の営業時間中に，あるいは ATM の無料利用時間中に利用できずに支障をきたすことはあるか。
③何か情報を集めて調べる手段として，自治体の発行する広報紙や，インターネット（スマートフォンや
PC など）などを普段から利用している。
